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Abstract: This study aimed to identify problems in group evacuations by analyzing evacuation 

behavior log data collected through an originally developed evacuation behavior log data collection 

system. Assuming two cases of (1) tsunami disasters and (2) other disasters arising from tsunamis 

and landslides, we collected evacuation behavior log data from simulated groups in Wakkanai City, 

Hokkaido, Japan, and performed the analysis using GIS. As the result, the collected trajectory data 

showed problems related to the evacuation of groups. 
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1. はじめに 
 2011 年 3 月 11 日に東日本大震災が発生し，東

北地方を中心に甚大な被害が生じた．これに伴い，

津波災害からの避難行動についての検討が盛ん

となり，多くの研究が蓄積されつつある． 

 従来，避難行動の研究としては，聞取りや質問

紙調査等が多く見られるが，近年では，GNSS を

用いて避難行動情報を収集する研究が蓄積され

ており，個人避難では，奥野・橋本（2015），集団

避難では，森田ほか（2015）等の研究が見られる．

しかし，GNSS を用いた避難行動分析研究におい

ては，津波や火災等の災害種別ごとの避難行動分

析は数多く見られるが，複合災害を対象とした分

析研究は稀である． 

 そこで本研究は，津波災害と土砂災害の複合災

害を想定した避難行動の移動軌跡データの収集

を行い，複合災害が発生した場合における集団避

難行動時の課題を明らかにする．そのために，津

波災害のみを対象とした避難行動と，津波災害及

び土砂災害による複合災害を対象とした避難行

動とを比較し，複合災害発生時における課題を抽

出する．これにより，集団避難行動を検討する際

の基礎資料整備につながるものと考えられる． 

 

2. 研究方法 
 本研究では，集団避難に関する移動軌跡データ

を収集する．まず，収集対象の集団員全員のスマ

ートフォンに位置情報を取得，送信するアプリケ

ーション（以下，「避難ログアプリ」という．）を

インストールする．その避難ログアプリを使用し

て疑似的な集団避難を行い，移動軌跡データを収
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集する．その後，疑似避難後に集団員に対して避

難行動に関する質問紙調査を実施し，GIS を用い

て収集した移動軌跡データから抽出した減速箇

所と，質問紙調査の結果とを照合し，避難時にお

ける課題を抽出する． 

 

3. 移動軌跡データの収集 
 データ収集は，北海道稚内市の中心市街地で行

った（図- 1）．稚内市は，北海道北部の日本海，オ

ホーツク海沿岸部に位置しており，最大 11.97mの

津波浸水が想定されている（北海道防災会議地震

火山対策部会地震専門委員会，2017）．市街地西部

の傾斜地は，土砂災害警戒区域に指定されている． 

 データ収集は，2019 年 6 月 1 日に実施した．収

集には，避難ログアプリを利用し，位置情報を約

5 秒間隔で取得した．収集する際には，避難状況

を記録するため，集団の前方，中間，後方をビデ

オカメラ 3 台体制で撮影した．調査員は，北海道

大学文学部で 2019 年度前期の地域システム科学

演習を受講している大学院生，学部生の全 28 名

である．集団避難は，観光者等が多く集まると想

定される「道の駅わっかない」を避難開始地点と

し，（1）津波災害（図- 2（1）），（2）津波と土砂崩

れによる複合災害の2ケースを想定し（図- 2（2）），

収集した．（1）については，避難開始地点から最 

 

 
図- 1 北海道稚内市の中心市街地 

 

も近い指定緊急避難場所の「稚内総合文化センタ

ー」へ向かうものである．（2）については，「稚内

総合文化センター」へ向かうが，途中で土砂災害

が発生しており，避難先を指定避難所の「宗谷経

済センター」へ変更して避難を行うものとした． 

 収集の際，調査員には，周囲の集団員は考慮せ

ず，各自のペース（移動速度）で避難するように

指示した．なお，今回の実験においては，避難ロ

グアプリが動作せず，使用できない集団員がいた

ため，25 データを有効データとした． 

 

4. 移動軌跡データ分析 
4.1 速度低下箇所の抽出 
 速度低下箇所については，奥野・橋本（2015）

の低速箇所を強調して可視化するカーネル密度

数値を変えて試した結果，要因抽出に最も優れた 

 

 
図- 2 データ収集経路 

浸水深の凡例は，図- 1 に同じ。 



推定によって抽出する．速度低下箇所については，

指標として，密度値が 30 以上の箇所を速度低下

箇所とした（図- 3）．図内の速度低下要因は，調

査時に撮影したビデオカメラ映像と照合し，特定

したものである．（1）については，信号設置箇所

樹木（街路樹）によって歩道が狭くなっている箇

所が速度低下箇所として可視化された．また，一

時的な要因として，歩道上で工事を行っていた箇

所及び水溜まりにおいて速度の低下が見られた． 

 （2）については，（1）と同様の要因のほかに曲

がり角や歩道が狭い（植樹升によるものも含む．）

箇所において速度の低下が見られた．また，一時

的な要因としては，（1）と同要因のほか，通行人

とすれ違う際，車両接近による一時停止箇所等に 
おいて減速していた． 

4.2 質問紙調査 
 質問紙調査については，年齢や稚内市訪問履歴 

 

 

図- 3 カーネル密度推定による速度低下箇所 

（または居住履歴）等の基本情報のほか，スムー

ズな避難ができなかった箇所（以下，「避難困難箇

所」という．）を質問紙内の地図に記入してもらっ

た．地図への記入結果が図- 4 である．（1）につい

ては，図- 3（1）に見られる信号設置箇所や樹木

によって歩道が狭くなっている箇所が避難困難

箇所として挙げられていた．図- 3（1）において

見られた工事中の箇所については，図- 3（1）に

おいては，工事区間の出口周辺で減速が見られた

が，図- 4（1）においては，工事区間の入口周辺が

避難困難箇所として挙げられていた．水溜まりを

避けるために減速していた箇所については，記入

が見られなかった． 

 （2）については，（1）と同様に工事中の箇所，

信号設置箇所や土砂災害が発生していることに

よる折り返し地点での渋滞，曲がり角，横断歩道，

歩道が狭い箇所が避難困難箇所として挙げられ 

 

 

図- 4 避難困難箇所（N=28） 



ていた．通行人とすれ違う際や水溜まり等の箇所

については記入が見られなかった． 

 

5. 考察 
 移動軌跡データから抽出した減速箇所と，質問

紙調査によって得られた避難困難箇所を比較す

ると，信号による停止箇所や工事等の容易に認識

可能な要因については，共通して見られていた．

しかし，植樹升設置によって狭い歩道や通行人と

すれ違う際，水溜まりを避ける際の減速といった

要因については，質問紙調査においては要因とし

ては挙げられておらず，減速要因として認識され

ていない可能性が示唆された． 

 調査を行った地域においては，地震発生後から

津波による影響が見られるまでが 6 分，第一波が

到達するまでが15分という想定となっている（北

海道防災会議地震火山対策部会地震専門委員会，

2017）．（1）については 7 分，（2）については 14

分 30 秒で避難を完了しており，地震発生直後に

避難を開始した場合，津波のみの場合は第一波到

達まで数分間の猶予が見られるが，津波と土砂災

害が同時に発生した場合は，時間的な余裕がほぼ

無い状況となっている．加えて，速度低下箇所が

（1）は 6 箇所，（2）は 25 箇所となっており（と

もに到着時の速度低下は除く．），避難時間と速度

低下箇所が大幅に増加している． 

 データを収集した地域は，市役所や JR 稚内駅

等が立地する稚内市の中心部であるが，背後に海

岸段丘があり，その縁に土砂災害警戒区域が多数

見られる．そのため，津波に加えて土砂災害が同

時に発生した場合は，迅速な避難を妨げる要因が

大きく増え，津波に巻き込まれるリスクが増大し

ている可能性があることが明らかとなった． 

 

6. おわりに 
 本研究では，津波災害と土砂災害の複合災害を

想定した移動軌跡データの収集を行い，複合災害

が発生した場合における集団避難行動時の課題

を明らかにすることを目的とし，集団避難行動に

関する移動軌跡データの収集及び質問紙調査を

実施し，分析を行った．その結果，津波災害，津

波災害及び土砂災害による複合災害の2ケースか

らの避難時における課題を抽出することができ

た．特に，複合災害を想定した避難行動について

は，避難時間の大幅な増大，速度低下箇所の増加

が見られ，迅速な避難を困難なものとしており，

複合災害からの避難対策を検討する必要性が示

唆された．本研究は，複合災害からの避難対策検

討の基礎資料整備に繋がるものと考えられる． 

 今後は，質問紙調査で得た他の結果等について

も組み合わせた分析等を進めるとともに，より詳

細な集団避難行動分析及び衛星測位技術を用い

た避難行動分析研究に寄与していきたい 
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